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65歳以上 15～64歳 0～14歳（万人）

1945年 7,200万人

戦争による人口減少

1967年 10,020万人

人口1億人台へ

2048年 9,913万人

1億人を下回る

2060年 8,674万人

高齢化率39.9％

実績値 推計値

2010年 12,806万人

高齢化率23.0％

15～64歳人口

65歳以上人口

0～14歳人口

1920年 5,596万人
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心の豊かさやゆとりのある生活 物質的な面で生活を豊かにする

バブル経済の崩壊 リーマンショック 東日本大震災第1次オイルショック 消費税の導入 消費税率5％に引上
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社人研による推計値





町民と町民、町民と行政の対話を進め、 

住民が主体的にまちづくりに関わる、自治・協働の仕組みづくりに取組みます 
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地域ぐるみで子育て・教育環境を整え、 

将来に夢を抱き、世界を舞台に活躍できる人材を育てていきます。 
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飯南町は豊かな自然、美味しい農作物に恵まれた地です。 

豊富な資源を改めて見直し、町内外へ発信することで、 

町民の誇りを高め、町外からの認知度と憧れを高めていきます。 
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 



住み慣れた飯南町でいつまでも健康で安心して暮らせるよう 

保健・医療・福祉・介護が連携し、地域の力を結集して 

町民が生きがいをもって生活を続けるまちを目指します。 
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新たに飯南町へ住まう人にとっても住みやすい環境づくりを進めるとともに、 

いま飯南町に住んでいる人にとって住みやすい生活環境を整え、 

住民の満足度の高いまちを目指します。 
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源流のまちとしての責任をもって、 

豊かな生態系を「守る」だけでなく、「活かす」取組みを進め、 

自然と共生したまちづくりを全国に発信していきます。 
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 将来像である「笑顔あふれるまち 飯南

町」は、行政の力だけでは実現できませ

ん。住民と行政が力を合わせて、一丸と

なってさまざまな取組みを進めていかな

ければなりません。 

 これまで、住民提案型事業、地域づくり

リーダー塾、まちづくり研修会など、住

民のまちづくり意識の高揚を図ってきま

した。 

 今後も、一人でも多くの住民が楽しみな

がらまちづくりに関わることが必要で

す。 

 また、住民の主体的な活動をサポートし

ていくとともに、自分ごととして地域課

題に取り組む新たなまちづくり活動の担

い手を育てていく必要もあります。 

 さらに、自治振興組織について、地域の

実情にあった組織形態の検討・見直しが

必要です。 
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 住民が楽しみながら参加できる文化行事やイベントなどを検討・開催し、住民の交流の場を創

出するとともに、自治意識や連帯感を高め、住民のまちづくり組織への参加を促します。 

 

 住民自治のルールである「次世代につなぐまちづくり基本条例」にこめられた思い 

 まちづくり ひとにまかせず みんなが主役 

 誇りです 自然豊かな 飯南町 

 帰り道 おかえりなさいの 声響く 

 高齢者 英知を生かしたまちづくり 

 変えていこう 帰る町から 住む町へ 

 飯南の まちづくりは 人づくり 

これらの思いを大切に、住民の自主的・自発的な活動を育てる仕組みづくりを検討します。 

 

 ワールドカフェ などファシリテーション技術を活用し対話により多様な意見を活動に反映

できる、次世代のまちづくり活動の担い手、リーダーの育成を進めます。 

 また、行政職員、事業者、町民など多様な主体の若者世代が、まちづくりの担い手としての意

識を高め、町政に主体的に参画する人材を育成します。 

 地域づくり事業が活発な谷笑楽校などの地域活性化の取組みを学び、地域で活躍する人材を育

成する講座を開催します。 

 中山間地域研究センターの協働により、人材育成講座、商品開発などの展開を検討します。 

 自治振興組織について、地域の実情に合った組織形態の検討・見直しを行い、さらなる活動の

強化を図ります。 

 

 拠点施設（集会所）整備に対する助成など、地域活動に必要な支援を行います。 

 住民が行政と連絡・調整を図り、自発性に基づいて検討や活動を実施することをねらいとした、

地域活性化のための自主的な活動を支援します。 

 住民主体の活動を支援し、地域コミュニティ活動・地域連携の強化に努めます。 



 

 

 

 

 まちづくりの関心を高め行動を促すため

には、「知る」プロセスが不可欠です。 

 これまで、広報、町政座談会、町長懇話

会、移動町長室、まちづくり出前講座な

どにより、行政情報を提供するとともに、

「まちづくり条例」制定にあわせて町民

による検討委員会を設置し、町民ニーズ

の把握などの過程を共有しました。 

 また、地域おこし協力隊や集落支援員を

配置し、SNSを活用した情報発信や新た

なイベント実施、公民館の範囲を単位と

した事業の実施を推進しました。 

 今後は、情報共有を徹底するとともに、

町政により住民の意見を反映できる仕組

みづくりを整える必要があります。 

 また、協働のまちづくりを進めるための

仕組みを構築するとともに、まちづくり

を支援する人材の配置や、生活支援組織

の活動を推進し、まちづくりの活性化を

図る必要があります。 



 

 広報や町政座談会などさまざまな手段で行政情報などを提供するとともに、対話の場づくりを

積極的に行い、双方向の情報共有に努めます。 

 産業、子育て・教育、医療・福祉など分野と連携して、情報発信を推進します。 

 

 これまでのパブリックコメントや町政座談会、町長懇話会、移動町長室、まちづくり出前講座

などの手法を見直し、より住民の意見を広く聴き入れるための仕組みづくりを検討します。 

 行政のさまざまな分野における政策形成過程に、住民が参加する対話の場づくりを推進しま

す。 

 

 住民自治のルールである「次世代につなぐまちづくり基本条例」にそって、協働のまちづくり

を推進していきます。 

 住民がまちづくりに取り組む指針となる行動計画を、住民自治組織や活動団体などの多様な主

体の連携により策定し、住民協働の取組みを推進します。 

 

 まちづくりを支援する人材の活動や意義を住民に周知します。 

 集落支援員を公民館単位に配置し、地域活動を支援します。 

 地域おこし協力隊が任期終了後も地域に定着するよう、連絡会を定期的に開催するなど、支援

体制を充実します。 



 

 

 

 

 

 少子化、高齢化の進むなか、行政へのニ

ーズはますます多様化しています。社会

情勢の変化に対応し、かつ住民のニーズ

に的確かつ迅速に対応するためには、計

画的で効率的な行財政の運営が必要にな

ります。 

 このため、財政計画に基づいた事業の推

進や、民間活力などを活用した財政運営

の効率化に取り組む必要があります。 

 また、住民の満足度を高める行政サービ

スの高度化、利便性の向上も求められま

す。 

 総合振興計画をはじめ、各種計画は各施

策の進行状況を適切に管理し、PDCA サ

イクルの視点をふまえて効果的な事業の

実施が必要です。 

 また、外部機関による評価を実施するな

ど、客観的に行政活動を評価できるシス

テムが求められます。 
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 財政計画に基づく事業の推進や財政分析を実施し、より一層の健全な財政運営に努めます。 

 

 歳入において、自主財源の確保はもとより、基金の債権運用、未収金対策に積極的に取り組み、

健全な財政運営を推進します。 

 事務事業の見直しや広域行政の推進により、財政運営の効率化を図ります。 

 公共施設等総合管理計画を策定して公共施設などの全体の状況把握や適正な管理計画に活用

し、指定管理の見直しや、長期的な視点を持った更新・統廃合・長寿命化などを計画的に実施

します。 

 新たな基準の地方公会計・公営企業会計 の導入を推進し、複式簿記の導入により現金主義

会計では見えにくいコストやストックを把握し、中長期的な財政運営の活用を図ります。 

 民間へのアウトソーシングやワークシェアリングを推進し、行財政の効率化と住民サービスの 

向上を図ります。 

 

 専門的知識をもつ職員の育成・確保などによる専門性の高いサービスの提供によって、行政サ

ービスの高度化を図ります。 

 窓口サービスの充実や電子自治体の推進によって、行政サービスの利便性の向上を図ります。 

 

 予算編成と連動した、行政評価システムの導入を行います。 

 総合振興計画評価委員会の設置など、外部機関による施策評価を実施し、健全な行政運営を行

います。 

 

 総合振興計画に関して、行政評価システムなどと連携し、各施策の進行状況について、進行管

理を行います。 

 PDCA サイクルの視点に基づき、個別の取組み内容について評価を行い、必要に応じて見直

しを行うなど、効果的な施策の展開を図ります。 



 

 

 住民と行政が一丸となってまちづくりに

取り組むためには、住民の負託にこたえ

られる職員の育成、職員の資質向上が不

可欠です。 

 住民の生活満足度を高めるために必要な

施策立案能力をはじめ、予算の確保、事

業の推進など、職員に求められる資質は

多岐に及びます。 

 これらの能力向上に向けて、職員教育を

充実するとともに、評価システムの適正

な運用が求められます。 

 また、各地区のまちづくりを支援する地

区担当職員の活躍も、住民主体のまちづ

くりを実現するうえでは、より一層必要

となります。 



 

 未来志向型のアプローチで、住みよい飯南町の実現に向けた仕事のできる職員を養成します。 

 人事評価システムを運用し、人事評価の効率化、職場内でのコミュニケーション活性化につな

げるとともに、効果的な研修実施に活用します。 

 国及び県への職員研修派遣を行い、政策マネジメント機能の充実を行います。 

 計画的な人事異動及び職員研修の充実を図り、職員の資質向上に取り組みます。 

 計画的に社会教育主事、社会福祉主事などの養成を行います。 

 

 自治区単位に地区担当職員を配置し、地域との連携を強化します。 

 求められる職員像を把握し、地域と密接な関係を築く取組み（地域活動への積極的な参加など）

を推進します。 

 地域にとって有効な取組みとなるよう、緊急時対応や当該地区への巡回、役割の明確化など、

地区担当職員制のあり方を検討します。 



 

 人口減少や高齢化の進行によって、単身

高齢者世帯の増加や、小売店の廃業によ

る無店舗地区の発生など、住民生活に必

要な生活サービスや機能が維持できなく

なる集落が、今後増える可能性がありま

す。 

 日用品購入、金融、医療・介護など基幹

集落における生活機能維持や、基幹集落

と周辺集落を結ぶネットワーク化など、

地域での暮らしを支える仕組みづくりが

必要です。 

 公民館の範囲を基本単位として、将来に

わたって持続可能な地域運営の仕組みづ

くりや課題解決に向けた取組みなど、地

域の活性化に繋がる事業を支援し、全５

地区でさまざまな取組み、検討が始めら

れました。 

 今後も継続して地域の取組みを支援する

とともに、それぞれの地域の実情に応じ

た拠点機能の整備が求められます。 



 

 日常生活に必要な商店、金融機関、診療所、公民館などの機能・サービスを集約化し、面的な

拠点づくり（概ね公民館区単位）を進めます。 

 交通弱者の移動手段や拠点エリア間を結ぶ交通対策を検討します。 

 公民館区単位での地域住民の地域活性化対策事業を支援し、各地域の特性を活かした地域運営

を推進します。 



 

 

 

 

 

 

 

 飯南町では、出生数の維持を目標に、子

どもを産み育てやすい環境づくりに取り

組むことが重要です。 

 人口減少が進む中、出生数を維持するた

めには、定住者が増えることと合わせて、

子どもを産み育てやすい環境づくりが必

要になります。 

 このためには、行政だけでなく、地域、 

企業などが連携し、地域ぐるみで子ども

を育てる機運を高め、協力・連携して子

育てを支援する仕組みづくりが必要で

す。 

 また、子育て世代のニーズに応じた保育

サービスの充実が求められるほか、安心

して子育てできる相談体制の充実、保育

所施設の整備が必要になります。 
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 企業などと連携した仕事と子育ての両立支援の推進を目指し、育休制度などを工夫して子育て

をバックアップする町内企業に対して助成などの支援や、父親による絵本・紙芝居の読み聞か
せ、子育て参加意識向上の研修を行います。 

 「ファミリーサポートセンター」の充実を図り、地域の人が子育て中の家庭を支援することで、

安心して子育てができる環境を整えます。 
 既存の公園、遊具などの利用ニーズを調査し、新規公園・遊具などの配置を含めて充実を図り

ます。 
 支援施設（保育所など）での保育時間の延長、一時保育、休日保育・乳児保育・学童保育、病

児保育、障がい児保育など、住民ニーズに応じたサービスを充実します。 

 

 子育てに関わる社会福祉協議会、保育所、子育て支援センター、教育委員会などが連携し子育

て情報提供・相談支援できるよう体制の充実を図ります。 
 母子父子家庭などの子どもとその子を養育する父母などの相談支援、経済的な自立促進への対

応の充実を図ります。 
 子育て支援センター「ほっと。Cafe」を中心に、保健師・助産師による相談、指導体制を充

実します。 

 

 産婦人科のある病院（島根県立中央病院、島根大学医学部附属病院、市立三次中央病院など）

と町内医療機関の連携を強化し、緊急搬送体制の充実を図ります。 
 現在、県内でもトップクラスである充実した一般・不妊治療費の助成を継続して行います。 

 現在飯南病院・来島診療所で島根大学医学部付属病院からの派遣医師により行っている週 2

回の小児診療の拡充を検討します。 

 

 多子世帯の経済的負担を軽減する取組みを進めます。 

 小学校、中学校における就学援助(支援)制度を拡充し、また、長期休業中の児童クラブ費用負

担を検討します。 
 子どもに関わる医療費を引き続き中学卒業まで無料とします。 

 子どもの年齢に関わらず、保育料は国基準の半額、第 2子半額免除、第 3子全額免除となっ

ており、さらなる支援を検討します。 
 子育て世帯への経済的負担軽減を目的として、住宅料の減免、同居に伴う改修費の補助などの

支援を検討します。 

 

 老朽化した保育施設について、必要に応じて改修・改善を行います。 

 

 子ども・子育て支援事業計画に基づき、地域における子育て支援や親子の健康増進、子どもの

心身の健全育成に取り組みます。 
 母子家庭等自立支援給付金事業について、制度の周知を図り、利用を促進します。 

 

 若年層への結婚・妊娠・出産などに関する啓発や男女の出会いの機会創出、コミュニケーショ

ン能力の向上を促進し、結婚希望者の相談、婚活支援、紹介活動を推進します。 



 

 

 

 

 飯南町には保育所が 4 所、小学校が 4校、

中学校が 2 校、高校が 1校あり、児童数・

生徒数は減少しています。 

 しかし、小さなまちだからこそ可能なき

め細やかな指導や、特徴的なプログラム

により、他にはない魅力づくりが進めら

れています。 

 今後も、児童・生徒の学習環境を整え、

学力向上を図るとともに、地域活動への

参加や保小中高の連携といった、田舎だ

からこそできる教育環境づくりを進める

必要があります。 

 これらにより、国際的に活躍できる力を

身につけるとともに、国際化・情報化社

会を生きぬく力を養うことのできる、飯

南町らしい学校教育の魅力を高めていく

必要があります。 
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 国際的に活躍できる人材の育成を目指し、国語及び英語の教育に注力します。 

 学習支援館の継続による中高生の家庭学習の質の向上、大学への受験支援を進めます。 

 ICT 教育の充実のため、教育情報機器を整備します。 

 支援が必要な児童生徒への通級指導教室、スクールサポーターなどの配置など、全町体制での

特別支援教育の強化を図ります。 
 情報化社会に対応した教育に取り組み、情報活用能力、コミュニケーション能力の育成を図り

ます。 
 外国人青年招致事業により、国際社会に対応した教育環境をつくります。 

 学校施設・設備の長寿命化対策や改修を計画的に実施します。 

 良好な教育環境と適切な教材や教育機器などを確保し、学力や学校教育の向上を図ります。 

 

 ボランティア活動や地域活動、地域での各種行事への自主的で積極的な参加を促進します。 

 地域課題の解決に向けた子どもの参画機会の創出を目的に、シンポジウムなどを開催します。 

 

 子どもたちの主体的な学びにより確かな学力を育成するとともに、社会を生き抜く力を育てま

す。 
 キャリア教育の具体的な目標や教育内容を明確化し、子どもたちが希望する進路を実現できる

学力向上を目指します。 
 コミュニケーション能力を高め、学年の枠をこえたつながりを構築します。 

 保小中高大および地域の連携により、理科クラブをはじめとするスター・サイエンスラボ事業

を推進します。 
 ICT教育の充実により、子どもの思考力・判断力・表現力を育み、国際化・情報化社会への対

応を推進します。 

 

 地域外からの生徒の受入れ体制づくりを進めるとともに、山村留学、生命地域学など飯南町の

特性を活かしたカリキュラムづくりや、県内外の大学生や都市型企業、起業家などとの交流の
場づくりなどによる魅力化を推進します。 

 離島・中山間魅力化事業をモデルとして、島根大学・海士町と連携し、教育による地域活性化

を目指す人材を育成します。 



 

 

 

 

 

 子どもの教育環境は、学校だけでなく、

家庭、地域と連携し整えていく必要があ

ります。 

 青少年の犯罪が多発する現代社会におい

て、地域全体で子どもを見守り、育てて

いく環境は、健全な心身を育むことにつ

ながり、今後も継続して行うべき取組み

です。 

 また、飯南町の里山で育てられた歴史・

文化は、次世代に継承し守り活かしてい

く必要があります。 

 ふるさとに対する知識と理解が深まるこ

とにより、郷土愛が醸成され、将来的な

飯南町の人財を育てることにつながりま

す。 



 

 学校と家庭、地域住民、教育関係機関や社会教育関係団体などが一体となって子どものための

教育環境づくりを進めます。 

 飯南町の資源を活かして、町内・町外の人々と町内の子どもの多様な交流、体験機会を創出し

ます。特に、町内出身の町外在住者児童・生徒を町内に招き、将来的な定住に向けた取組み（教

育移住）を推進します。 

 島根県教育委員会からの派遣を受けた指導主事配置などを継続します。 

 保小中高を通した勤労観の育成、地元企業の理解促進、多世代とのコミュニケーション促進、

起業精神の育成を目的に、町ぐるみでの職場体験・インターンシップを充実します。 

 姉妹都市との相互交流などにより、多様な価値観を育む機会づくりを推進します。 

 

 青少年育成会議を核に、公民館を中心とした地域での子どもの育成活動や非行防止活動に努め

ます。 

 子どもの登下校時の安全の確保を第一に考え、スクールバス運行の充実や地域における見守り

活動などを推進します。 

 少子高齢化が進むなかで、地域の子どもを地域全体で育てる体制づくりを進めます。 

 

 神楽、囃子、花田植えなどの郷土芸能や、盆踊り、田植え歌、食文化など、地域特有の歴史や

伝統・行事など里山文化の掘り起こしと継承に取り組みます。 

 志津見ダム周辺から出土した貴重な土器などの保存に努め、歴史的な民族資料や文化財の広

報、周知に努め、地域固有の歴史を知ってもらう機会を創出します。 

 地域資源の活用を目指して、活弁士 の育成、埋蔵文化財の発掘を担う職員の確保などに取

り組みます。 

 

 各種団体・組織の活動を支援しながら郷土の文化を伝承する団体・組織の育成を図ります。 

 保小中高を通して子どもたちにふるさとの文化や気質を伝え、心豊かで創造性あふれる人材の

育成に努めます。 

 

 飯南町文化協会との連携による地域の文化活動の活性化を図り、美術展などを積極的に開催す

るなど、住民が芸術文化に触れる機会を増やします。 

 飯南町文化協会を中心として、さまざまな分野で文化活動に取り組む団体活動などの支援を行

います。 



 

 

 

 

 

 

 子どもだけでなく、生涯を通じて「学び」

を得ることにより、心豊かで主体性をも

った人材が育ちます。 

 飯南町では 5 つの公民館を拠点として生

涯学習に取り組み、あらゆる世代の住民

が、自らの主体性に基づき、学習する環

境づくりを進めてきました。 

 今後も公民館を核として地域の特性を活

かした人材育成や地域活動の推進、さら

に多世代の交流機会の創出が望まれま

す。 

 また、多世代の健康づくりに向けて、軽

スポーツの普及や指導員・団体の育成、

施設の整備も必要です。 

 さらに、本に親しむ環境づくりとして、

図書館の運営方法などについても検討が

必要です。 



 

 ふるさと教育の推進など、関係機関や学校と家庭・地域の連携を深め、地域ぐるみで生涯学習

に取り組むことができる体制づくりを行います。 

 町内の 5公民館が核となり、地域性、住民ニーズをふまえた事業を展開するとともに、公民館

どうし連携した事業を推進します。 

 

 多世代の交流、若者の出会いの機会拡大を目的にした交流イベントの開催を支援します。 

 コミュニケーション能力の向上を促進するリーダーなどの育成を図ります。 

 自律的・持続的な地域社会形成のため、公民館を中心とした社会教育活動を推進し、次世代を

担う人材を育成します。 

 

 スポーツを通じて、住民の健康維持・増進と体力づくりを進めるため、各種スポーツ活動への

住民参加を促します。 

 総合型地域スポーツクラブを中心に、地域ぐるみで個人スポーツから団体競技、軽スポーツ、

ニュースポーツなど幅広いスポーツ活動が行える体制づくりを進めます。 

 地域ぐるみでスポーツの指導ができる人材を確保・育成し、健康づくりから世界へはばたくア

スリートの育成まで、レベルに応じた指導ができる体制づくりを進めます。 

 

 研修会や指導者講習会などを企画し、スポーツ推進委員などの資質の向上と意識高揚を図りま

す。 

 体育協会やスポーツ少年団など各種団体の育成と支援を行いながら、スポーツを通じた子ども

の健全育成と住民の健康増進を推進します。 

 子ども、青壮年、女性、高齢者など、住民各階層にわたる健康づくり体力づくりのための指導

普及体制の整備を図ります。 

 

 老朽化しているスポーツ施設の設備修繕や、新たな複合型スポーツ拠点施設の整備により、住

民のスポーツ活動、サークル活動の活発化を図ります。 

 各施設について、地域・学校などの利用状況を勘案しながら計画的な修繕対応に努めます。 

 

 住民が図書館を利用しやすい環境づくりに努め、本に親しむ環境の整備と充実を図ります。 

 中山間地域研究センターなどの専門機関と、町内の教育施設、公民館、図書館などとの連携を

図り、地域における教育拠点としての図書館整備に取り組みます。 



 

 

 「笑顔あふれるまち 飯南町」の実現に向

けては、年齢や性別、障がいの有無など

に関わらず、個人の人権が尊重され、あ

らゆる差別や偏見、いじめのない住民一

人ひとりの個性が輝くまちづくりを進め

ていかなければなりません。 

 女性が社会や家庭、職場などで受けるさ

まざまな差別や不利益は、法律や制度面

では徐々に改善されてきているものの、

依然として性別役割分担意識が残ってい

ます。 

 このような状況のなかで、性別に関係な

く個人がそれぞれの個性や能力をあらゆ

る分野で十分に発揮することができ、そ

の責任も分担する社会の形成が求められ

ます。 
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 各種講演会や学習会、研修会などの機会を創出し、人権意識の啓発や人権・同和教育の推進に

よる人権尊重のまちづくりを推進します。 

 各種研修会や講座などについて、地域住民が自らのこととして積極的に参加できる機会の創出

を検討します。 

 

 政策や方針決定の場に男女が共同参画する機会の確保に努めます。 

 まちづくりのあらゆる分野で女性の意見を取り入れる仕組みづくりを進め、女性がいきいきと

自分らしく生活できるよう取組みます。 

 各種講演会・研修講座を開催するなど啓発活動に努め、あわせて住民団体へのサポートを行い

ます。 



 

 

 

 

 里山の地域資源を活かした飯南町の産品

は、安全性や質の高さを求める現代にお

いて高い可能性を秘めています。 

 現状では、飯南町のブランド力は十分で

ない状況であるが、今後は総合的、統一

的なブランドを構築するとともに、飯南

町を代表する特産品を開発し、町内外へ

PR するとともに、販路を拡大していく必

要があります。 

 また、飯南の森林資源を活かした森林セ

ラピー事業は、受け入れ態勢、プログラ

ムなどは、全国の森林セラピー基地の中

でもトップクラスですが、情報発信や経

済効果の面で課題もみられます。 

 農産品の販路開拓も取り組むべき課題で

す。合わせて、安定した出荷に向けた生

産量の確保に取り組むなど、産直直売体

制の強化が求められます。 
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 飯南町の総合的、統一的なブランドを構築し、町内外へ強く発信します。 

 特に「米」は飯南町の主力特産品であり、ブランディングに取り組みます。 

 飯南町オリジナル商品の開発・ＰＲにあたっては、関係者・団体による戦略的な特任機関を設

置しブランド化推進に努めます。 

 

 森林セラピーと温泉や食事、宿泊などと組み合わせ、町全体の経済効果につなげます。 

 四季を通したイベントを実施することで「森林セラピー」を町内外に周知し、認知度を高める

取り組みを進めます。 

 

 カントリーエレベーター を活用した米の販売戦略を立案し、販路の拡大を図ります。 

 飯南ブランドの構築と合わせて、しめ縄、マイタケ、リンゴ、ショウガ、奥出雲ポークなどの

既存の特産品に磨きをかけるとともに、中山間地域研究センターなどと連携して、飯南町を代

表する特産品を開発します。 

 生産→商品化（加工）→販売・物流→販路の確保まで、特産品を中心に飯南町の産品を町内外

で広く売る販売体制を構築し、生産者が儲かる仕組みの確立を目指します。 

 

 産直市の更なる活用を推進します。 

 安定した出荷を目指して会員の確保と生産量の増大に努めます。 



 

 

 

 

 

 

 農業は飯南町の基幹産業ですが、経営耕

地面積は年々減少しており、従事者の高

齢化、後継者不足が深刻な問題となって

います。 

 飯南町の特性を活かした、資源循環型の

農業を推進し、第 1 次産業を柱とした地

域産業の活性化を図り、農林業従事者を

確保し、育成する仕組みの強化が求めら

れます。 

 さらに、地産地消を推進し、飯南町の食

文化を継承していくとともに、町内自給

率を高めていくことも必要です。 

 また、農業生産の基盤となる施設整備や

農地台帳の整備、鳥獣害対策を含めた農

林地の保全は継続して取り組むべき施策

です。 



 

 森林資源を活用したエネルギー利用、畜産堆肥を活用した農業の推進などにより、資源が循

環・再生し、里山を保全・持続させる、循環型農業を推進します。 
 飯南米をはじめとして、寒暖差が大きい気候風土を活かした安全・安心な農畜産物の生産を促

進します。 
 アレルギー・アトピーなどの体質改善食物の調査を行い、健康に特化した食品の生産を推進し

ます。 

 

 農林業定住研修制度を継続し、農林業従事者の確保を進めるとともに、研修生が自立できるた

めの指導と支援を行います。 
 新規就農者などの初期設備投資を軽減する「農業後継者育成支援事業補助金」などの助成制度

の充実・拡大により、農林業従事者の確保を図ります。 
 自営就農・雇用就農だけでなく、「半農半 X」（兼業就農）の就農も支援します。 

 高齢化によるオペレーター不足や機械の更新などの対策に取り組みます。 

 

 循環型農業の推進をもとに地産地消の仕組み及び体制整備に努めます。 

 「食育推進計画」をはじめとする各種計画に基づき、学校給食、福祉施設及び町内飲食店など

で使用する食材の地元産割合を高めます。 
 食を通じての異世代交流及び都市農村交流を深めることで、食文化の継承・発展を推進します。 

 

 畜産総合センターを活用した畜産基盤の再構築を目指します。 

 堆肥センターなど老朽化した施設の整備を行います。 

 施設園芸の生産拡大に向けた支援を行います。 

 生産施設のリニューアルにより、舞茸生産など特用林産物の生産拡大を推進します。 

 リースハウス団地の整備により、園芸作物の拡大と新規就農者確保を目指します。 

 

 地域の担い手となって農地を守り、また、雇用の受け皿となる農業法人などの設立を促進しま

す。 
 農地集積などを図るため、農家台帳を有効活用し、農地の有効的且つ効率的活用に努めます。 

 土地改良事業により生産基盤の整備に取り組みます。 

 地域資源情報バンクを継続し、就農希望者への就農支援を行います。 

 

 中山間地域等直接支払制度などを活用し、農地の適切な管理を進めます。 

 里山保全を目的に人と野生動物の活動エリアの整備も行い鳥獣害対策を推進します。また、ツ

キノワグマに関しては、狩猟による一定程度の捕獲活動が可能となるよう規制緩和の要望を行
います。 

 木材利用を含めた森林の多面的機能を向上させ、林業の再生を図ります。 



 

 

 

 

 飯南町の自然や食、温泉、歴史、文化な

どの資源を通じた観光の振興は、飯南町

の魅力を伝えるうえで重要な取組みで

す。 

 飯南町を訪れ、魅力に触れてもらうため

には、まず“知ってもらう”ための取組み

が必要で、「道の駅」をはじめとした拠点

施設や HP、SNS などでの情報発信が不

可欠です。 

 また、住民と観光客が楽しみながら交流

できる魅力的な交流事業も求められま

す。 

 情報発信や交流事業の推進を担う母体と

して平成 27 年に発足した一般社団法人

飯南町観光協会があります。今後は観光

協会の育成を図り、観光産業の一層の成

長が望まれます。 

 また、飯南町の資源を魅力的に紹介でき

る地域人材の育成も必要になります。 

 姉妹都市である伊丹市、友好都市である

大村市との積極的な交流が望まれます。 
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 観光協会を中心に、住民を巻き込み、分野横断的に飯南町の情報発信に努めます。 

 情報発信サイト「さとやまにあ」を通したＰＲなど、ＳＮＳを活用し飯南町を広くＰＲします。 

 町の玄関として「道の駅」の機能強化や活用を推進します。 

 ふるさと納税の充実・魅力化を図ることで、飯南町の魅力発信を行います。 

 情報発信のターゲットを明確にし、ＰＲ部隊による積極的な誘客に取り組みます。 

 

 住民と協働して、眠っている地域資源を発掘し、観光資源に磨き上げる取組みを推進します。 

 地域資源を活用した体験型ツアー（農業体験など）の企画・実施により町外からの誘客を図る

とともに、地域住民の交流の場の充実を図ります。 

 雪や里山などの地域資源を活かしたイベントにより、都市住民との交流を図ります。 

 スキー場や体育施設などを活用して合宿の受け入れを推進します。 

 志津見ダムやクラインガルテンを活用した交流に努めます。 

 森林セラピー、温泉と食（郷土料理）が連携した観光・交流事業や、銀山街道（日本風景街道）、

はやしこ、琴引山、しめ縄など、飯南町の伝統文化・歴史資源を活かした交流事業などに取り

組みます。 

 飯南町にある資源を活かしたインバウンド（外国人観光客）の誘客事業を継続・拡大します。 

 飯南のありのままの生活を体験でき、地域での受入意識を高める民泊を推進します。 

 宿泊滞在者の増加を目的に、宿泊施設の整備などの検討を行います。 

 

 観光振興を目指して、観光協会が実施する自主事業を支援します。 

 姉妹都市、出身者会など地域外とのネットワークを一層深める事業を展開します。 

 雲南圏域、三瓶山圏域、松江尾道線沿線など、広域的な連携による観光振興の取組みを推進し

ます。 

 

 ボランティア組織との連携を強化し、自然に触れ里山の魅力を体験できる場を創出します。 

 国道 54 号のサイクリングロード整備やマウンテンバイクが楽しめるコースづくりなどを行

い、観光誘客を推進します。 

 公民館活動、地域住民などと連携して、自然とふれあう場の提供に努めます。 

 里山の魅力を楽しむ仕掛けづくりとして、案内人の登録・養成を継続します。 



 

 

 

 人口減少や近隣都市部への買物流出など

により、飯南町の商工業を取り巻く現状

は大変厳しい状況にあります。 

 良質な農産品は生産されていますが、そ

れが地域の産業に活かされていない面も

あります。 

 経営者の高齢化や後継者不足も大きな課

題で、利便性やにぎわいの面でも地域へ

の影響が大きいものと懸念されます。 

 地域の農産品を活用した 6 次産業化の推

進などにより、商工業の振興を図り、雇

用創出をすることが求められています。 

 新しい商業活動の展開を促進するととも

に、地元商店での消費を拡大する仕組み

作りを進める必要があります。 

 さらに、近隣市町と連携した雇用の確保

や、第 2 創業を含めた後継者の育成・確

保を進めることも必要です。 
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 商工団体との連携により、経営改善や店舗改装などを促進するとともに、経営基盤強化を図る

ため、経営者団体の育成や活動を支援します。 

 商工会への指導や事務費の補助、経営者への融資信用保証料の助成などを行います。 

 住宅リフォームなどの助成事業やプレミアム商品券発行事業など町内需要を掘り起こす事業

に取り組みます。 

 飯南町の地域資源を活かせる企業の誘致を進めます。 

 

 町内の企業支援を目的に、商工会と連携して、相談会の充実、地元特産品を PR するイベント

開催、ビジネスマッチングの機会創出に取り組みます。 

 近隣市町と連携して、地元企業の雇用の確保に努めます。 

 研究機関などと連携し、地域産業の育成を図ります。 

 地元企業が連携したコラボ商品の開発など、町の代表的な加工・特産品開発の取組みを支援し

ます。 

 

 産業支援センターを中心に、地域資源、遊休資源などを活用した新商品、新産業の創出を行う

個人または中小企業者などに対する支援を行います。 

 地域おこし協力隊などの配置により、第 2創業、後継者の育成・確保を推進します。 

 飯南町でいきいきと働く人をプロモーションビデオなどにより紹介し、既にある求人情報の魅

力化を図ります。 

 ハローワークでの求人情報のオンライン提供を活用し、地域求人情報を発信します。 

 町内企業が連携し、飯南町の良質な農産品を活用した 6次産業化を推進し、地域産業の活性化

を図り、雇用創出を推進します。 

 商工会青年部など、産業の担い手となる団体の積極的な活動を推進します。 



 

 

 本町の高齢化率は、平成 22年で 39.4%

となっており、国立社会保障・人口問題

研究所の推計によると、平成 37 年まで

上昇することが予測されています。 

 高齢化が進むなか、病気の早期発見・早

期治療や食生活の改善など、健康づくり

に対する重要性が増しています。 

 保健予防に関する活動として、健診受診

率を高めるための工夫や啓発活動を行う

ことと合わせて、住民が自ら健康に対す

る意識を持ち、生活習慣の改善など、健

康づくりに向けた取組みを進める施策が

求められます。 
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 「飯南町健康（まめ）なまちづくり推進協議会」で、地域保健施策の検討や事業の実施、評価

を行います。 

 住民自らが健康の意識を持つことができ、健康づくりの活動が展開するような取組みを推進し

ます。 

 

 各種がん検診の受診勧奨や感染症に対する予防接種の実施を行うとともに、健康増進に向けて

家庭訪問や集落ごとの健康教室などによる健康指導を行います。 

 検診受診率向上に向けた仕組みづくり、啓発活動の充実に取り組みます。 

 また、住民ニーズに合わせた検診方法を検討するなど、町内での受診率向上に向けた取組みを

推進します。 

 特定健（検）診、人間ドック、各種がん検診などきめの細かい保健予防活動を積極的に推進し

ます。 

 生活習慣病予防と介護予防について重点的に取り組み、そのひとつのツールとして森林セラピ

ーの積極的な活用を行います。 

 住民の健康への意識を高め、健（検）診受診率の向上を図ります。 

 生活習慣病の発症及び重症化を予防し、医療費の抑制を図ります。 



 

 

 

 

 「笑顔あふれるまち 飯南町」の実現に向

けて、住み慣れた地域で生活し続けられ

る地域医療の充実が不可欠です。 

 地域住民の安心な生活を支え、信頼され

る医療を提供するためには、必要な職員

を確保するとともに機器の整備を継続的

に行う必要があります。 

 これまで、医療対策専門員の配置により、

医師確保対策に取り組んできましたが、

今後も医師の確保を継続的に行うととも

に、保健・医療・福祉・介護の連携を図

り、効果的に職員を配置することが求め

られます。 

 また、慣れ親しんだ場所で、いつまでも

その人らしい生活を維持する在宅医療サ

ービスの重要性が高まっており、在宅医

療サービスの体制を整える必要がありま

す。 

 住み慣れた地域での生活を支援するた

め、「生きがい村構想」を推進し、保健･

医療・福祉・介護の連携を図るとともに、

町民への周知・啓発に取り組んできまし

た。今後は、産業・教育などを始めとす

る行政のすべての分野において「生きが

い村構想」を意識した取組みを進めるこ

とが求められます。 

病床利用率 医業収支比率



 

 医師の確保対策を進めるとともに、近隣の医療機関との連携による医師の相互交流などに取り

組みます。 

 飯南病院、来島診療所の診療体制を充足するため、医師を中心とした医療従事者の確保に努め

ます。 

 医療従事者確保対策助成金制度の継続や勤務医師への研修費制度の創設など、医療従事者の確

保に向け各種必要な施策を展開します。 

 住民組織により、医師や病院を支える地域サポートを推進します。 

 

 病院・診療所・各出張診療所及び訪問看護ステーションが連携し、より効率的に地域の状況に

対応した医療体制を構築します。 

 病院などの設備の充実、救急医療体制の維持など、病院・診療所の連携を図りながら、地域医

療の提供に努めます。 

 安定した運営（経営）を促進し、累積欠損金の減少を図ります。 

 

 助成制度などによる地域医療従事者の確保、人材の育成、関係施設との連携強化によって、地

域に密着した医療体制を確立します。 

 保健・医療・福祉・介護の各部門や、社会福祉協議会、生きがい村推進センターなどの関係機

関がより連携し、住民の生活支援ができる地域包括医療体制を強化します。 

 住民医療懇談会や飯南町の医療を守り支援する会などの意見に耳を傾け、住民のニーズに沿っ

た地域医療体系の構築に努めます。 

 

 慣れ親しんだ場所で、いつまでもその人らしい生活を維持できるよう、訪問診療・訪問看護・

訪問リハビリテーションなどの在宅医療サービスを拡充し、より利用しやすい仕組みづくりを

検討します。 

 デマンドバス を検討するなど公共交通体系の整備を行い、地域性や加齢、身体の状態によ

り、通院が困難な患者に対して、交通の確保を図ります。 



 

 

 住み慣れた地域で生活し続けるために

は、医療機関だけでなく、社会福祉協議

会、民生児童委員協議会、ボランティア

センター、民間の福祉事業者など、地域

福祉の担い手を育てるとともに、地域や

家庭との協力・連携を促進することが必

要です。 

 住民ニーズに対応した介護サービスの充

実に向けて、介護保険認定者以外の社会

適応困難者に対する自立の助長、介護予

防の指導・支援や、高齢者の食生活支援

のための講習会、研修会、配食サービス、

介護保険利用者負担軽減のための助成な

どに取り組んできました。 

 高齢化に伴い介護サービスの要望も高ま

り、一層の充実を検討する必要がありま

す。 
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 保健・医療・福祉・介護の各サービスを一体的に提供する地域包括医療・ケアの充実を目的に

設置した飯南町版地域包括ケアシステム「生きがい村推進センター」の活動の拡充、地域包括

ケア体制の構築・拡充を行います。 

 住民の多様な相談に機動的に対応できる体制、専門職の配置や資質向上に努めます。 

 地域福祉の裾野を広げ、支援を必要としている方々に必要な援助を行います。 

 社会福祉協議会、民生委員など地域福祉の担い手との連携により、地域福祉事業を推進します。 

 高齢化が著しい本町のこれからの地域福祉を推進していく担い手の育成に取り組みます。 

 

 家庭での生活を希望する高齢者や疾病のある方などのニーズへの対応として、訪問看護の充実

を図ります。 

 介護サービスを必要としている方に、十分なサービスが提供できる体制の構築を図ります。 

 予防支援として、他職種との連携や協働できる体制の構築を図ります。 

 高齢者の生活への不安を解消し、健康で安心した生活が送れるよう施設でのサービス内容の充

実を図ります。 



 

 

 

 

 

 高齢化の割合が高まるなか、総合福祉大

会の開催など、高齢者の生きがいと社会

参加を促進するとともに、単身高齢者の

孤立感の解消と自立支援を図るための取

組みが求められます。 

 また、新たな高齢者サービスとして、冬

期における高齢者の宿泊施設を整備しま

した。 

 今後も、高齢者の安心な生活を守るため

に、住民のニーズを的確に把握し取組み

を進めていく必要があります。 

 誰もが住みやすい地域づくりに向けて

は、高齢者だけでなく、障がいのある方

の自立支援、社会参加の促進も求められ

ます。 

 これまで、重度障がい者やひとり親家庭

を対象とした医療費の助成や障がい者を

持つ家族が情報交換や交流会を行う事業

を進めてきましたが、今後も障がい者福

祉サービスの円滑な推進や相談支援体制

などの援護対策に取り組む必要がありま

す。 

 また、町内の障がい者支援施設は施設の

老朽化が進んでいるため、今後、施設の

改修などが必要になると想定されます。 



 

 保育所・小学校での交流の場づくりなど、高齢者が気軽に立ち寄ることのできる交流の場づく

りを進めます。 

 社会福祉協議会などと連携して、交流の場などで高齢者が働く機会を確保します。 

 趣味や教養、伝統文化、自然環境を伝える案内人、里山教育の指導者など、さまざまな能力を

もつ住民が社会参加できる仕組みづくりを構築します。 

 

 さまざまな情報通信網を活用し、住民への情報提供や、双方向のデータ通信による安否の確認

など、住民のニーズを把握し、新しい福祉サービスの創出を図ります。 

 健康状態に応じたケア環境の整備と、地域への定着が実現するプログラムを含めた高齢者移住

の仕組み（ＣＣＲＣ）を、志津見地区の滞在型市民農園「クラインガルテン」の方式を参考に

検討します。 

 高齢者の安全・安心な生活支援を目的に、冬期高齢者宿泊施設の運営を継続します。 

 

 障がいのある方も地域の一員として普通に生活が送れるノーマライゼーションの考えが普及

し、その方の特性が発揮できる場づくりを促進します。 

 障がい者福祉サービスの円滑な推進や相談支援体制など、援護対策の充実を図ります。 

 雇用の場や活動の場を確保するとともに、就労継続支援事業所で働く障がいのある方の工賃ア

ップや、地域活動支援センターの安定的な運営を通して、地域で生活する障がいのある方が自

立した生活を送れるよう支援します。 

 福祉団体を中心に、社会参加と交流の促進などに努めます。 

 相談支援が町内で行える体制の構築、コミュニケーション支援やグループホームの整備と運営

を推進します。 

 

 生活介護サービス・日中一時支援事業など、障がい者施設の機能充実を図り、自立した生活が

できるよう、側面的なサポートを検討します。 

 老朽化した障がい者支援施設については、必要に応じて施設改修の検討を行います。 

 

 高齢者や障がい及び障がいのある人などに対する理解を深めるための周知・啓発活動を行い、

障がいの有無によって分け隔てられることがないよう、差別の解消を図ります。 



 

 

 

 

 人口減少、若者の流出、少子化などの問

題を抱える本町にとって、移住・定住を

進め、社会増を目指すことが必要です。 

 住環境としては、世帯用住宅団地の整備

により、特に子どもの少ない志々地区に

子育て世帯が移住する成果が得られまし

た。定住促進賃貸住宅への入居も進み、

県外からの移住の受け皿として機能して

います。 

 また、住宅整備に関する助成金は移住者

だけでなく、町内在住者も対象としてお

り、町内全体での住環境の整備が進めら

れています。 

 一方、町内事業所の求人は増加傾向にあ

り、若年単身者向けの安価な住宅の確保

が必要です。また、移住・定住の推進に

向けて相談件数の増加を目指すととも

に、移住希望者に対する丁寧な対応を継

続していく必要があります。 

 定住の推進には、受け入れ体制の整備も

不可欠です。飯南町では、ＵＩターン希

望者の総合窓口として定住支援センター

を開設し、専属の定住相談員を配置した

相談体制を整備しています。また、移住

前に飯南町での生活体験ができる「お試

し暮らし」の仕組みづくりを行いました。 

 今後は、相談件数の増加を目指すととも

に、移住希望者に対する丁寧な対応を継

続していく必要があります。 

 また、都市部での定住フェアへの参加や、

県や定住財団、各市町村の担当者とのネ

ットワークを構築し情報発信にも努めて

おり、今後も一層の推進が求められます。 

 さらに、ＵＩターンの推進に向けては、

住環境の整備と合わせて経済的なインセ

ンティブも必要になります。 
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 住宅マスタープランに基づき、居住者ニーズに合った住宅の供給を進めます。 

 一箇所に集中させることなく、ある程度、地域に分散した住宅供給を行い、ＵＩターン者の生

活の場を確保し、地域全体の活性化を図ります。 

 ＵＩターン者の住宅確保策として、所有者の協力を得ながら、空き家の有効活用を図ります。 

 

 ＵＩターン希望者や都市部への情報提供を進めます。 

 定住支援センターによる相談窓口の充実を図ります。 

 定住相談員などにより、定住支援だけでなく、転入後の日常生活における相談などフォローア

ップを行います。 

 お試し暮らしなどを行いながら、就農者の育成と合わせた定住促進を推進します。 

 各地区に配置している定住協力員の役割を明確にし、地域の受入れ体制を整えます。 

 飯南高校の支援策と連携した定住促進を検討します。 

 

 住環境情報だけでなく、子育て、教育、仕事など、暮らしに関する情報を総合的に発信し飯南

町での生活の魅力を発信します。 

 飯南町出身者に、町内の情報をリアルタイムに発信する仕組みを整備し、双方向に情報交換で

きる仕組みづくりを構築します。 

 25～35 歳の若者の交流会を開催してＵＩターンを考えるきっかけづくりに取り組むととも

に、定年後のシニア世代のニーズにあった情報発信の仕組みを構築するなど、各世代に応じた

定住支援情報の提供に努めます。 

 島根県や他市町村との情報システムを構築し、町内のみならず、県内定住に努めます。 

 

 地元企業へ就職した学卒者の奨学金返還の減免や通勤費の助成など、経済的なインセンティブ

を高め、飯南町への移住希望者を拡大します。 

 各集落でもＵＩターンを受け入れる機運を高めるため、受け入れ側の集落に対する経済的支援

も検討します。 

 町内企業の新卒者採用に関する助成制度を拡充します。 

 子育て世代のＵターン推進のため、住宅整備助成金事業の適用枠拡大などにより、3 世代家族

に対する優遇制度（多世代同居支援）を構築します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 快適な生活には、道路・交通・情報基盤

の充実が必要です。 

 公共交通では、町営バス 4 台、巡回バス

1 台で地域公共交通の確保に努めている

他、教育委員会が所管するスクールバス

の住民利用を実施し、通学時の混乗や間

合い時間の住民利用を進めています。 

 生活路線バスは車に乗れない住民にとっ

て重要な交通手段であり、住民の要望を

把握し、継続・充実していく必要があり

ます。 

 また、広域交通路線では、高速バス赤名

三次線が中国横断道経由となり、本町の

公共交通機関の利便性が大幅に低下する 

なかで、バス事業者及び関係機関との協

議により、頓原花栗口までの路線延長、

祝祭日の運行を確保しました。一方、赤

名吉田線は特急便化により、最寄のＩＣ

（たたらば壱番地）に停車しないことも 

予想されるなか、「陸の孤島」とならない

対策が必要です。 

 道路整備事業は各事業ともに計画的に進

捗していますが、今後の財源確保に努力

が必要です。 

 また、除雪技術の向上や、オペレーター

の育成、確保、町道の草刈りの担い手確

保への対応が必要です。 

 情報通信については、携帯電話の不感地

域の解消に向けた取組みを進めていま

す。今後は教育・医療・介護などへの活

用、地域魅力の向上、ICT 企業誘致など

への効果を期待して、CATV 超高速情報

通信網の整備が求められます。 

 その他、上下水道の整備、地籍調査の促

進などの生活基盤整備と合わせて、計画

的に土地利用を推進する土地利用計画の

策定に取り組む必要があります。 



 

 生活路線バスやスクールバスについて、子どもや高齢者・障がいのある方などが、より利用し

やすい仕組みづくりを検討するとともに、効率的な運行を検討します。 
 デマンド運行や自治会輸送システムの導入を促進します。 

 

 広域交通バス路線を近隣市町との連携運行を検討します。 

 ＣＡＴＶやインターネットなどの情報通信網を活用したバス乗り継ぎ情報の発信など、バスの

接続と連絡の向上策を図ります。 
 赤名三次線運行の存続及び利用率の向上を図ります。 

 民間事業者が撤退した国道 54 号におけるバス運行について、多様な利用者ニーズに沿った方

策を検討します。 

 

 生活の基盤である道路網について、機能に応じた整備を計画的に行います。 

 「国道 54号活性化アクションプラン」を見直し、国道 54号の積極的活用を模索します。 

 山間部の道路においては、落石などの危険箇所の点検を行い、計画的な整備、改良を進めます。 

 国道・県道の歩道早期除雪について要望します。 

 路地や町道、屋根など、地域の実情に合わせた除雪の役割分担を明確にするなど、地域の除雪

体制を構築します。 

 

 教育・医療・介護などへの活用、地域魅力の向上、ICT企業誘致などを目的として、CATV 超

高速情報通信網の整備を進めます。 

 

 上水道について、未整備地区の解消に向けて水道施設の整備を進めます。 

 老朽管の計画的な更新を図ります。 

 下水道の整備について、公共下水道への接続を促進します。 

 合併処理浄化槽設置事業により、未普及地域への計画的な普及を図ります。 

 

 地籍調査残地区の早期完了に向けて、計画的に調査を進めます。 

 地理情報システム（ＧＩＳ）を活かした新たなサービス提供を進めます。 

 

 総合振興計画と整合を図りながら、土地利用計画を策定し、計画的な土地利用を行います。 

 

 買い物代行や雪かき支援などについて、ＮＰＯ法人などによる生活支援システムの充実や起業

を推進します。 
 生活支援に関する事業について、役場業務のアウトソーシングも含めて検討を行います。 



 

 

 

 

 東日本大震災以降、防災に対する意識が

高まっています。 

 飯南町では、大きな天災は近年起こって

いませんが、土砂災害警戒区域も多く、

もしもの時に備えた防災設備、避難体制

を確立しておく必要があります。 

 平成 21 年にハザードマップを作成し、

危険箇所の共有に努めてきましたが、今

後は見直しや情報共有、避難手順のマニ

ュアル化、避難経路の確保など実践的な

備えが必要です。 

 また、年間 5～8 件の火災があり、消防

体制の充実も求められます。地域防災の

要である消防団は、過疎化、高齢化のな

かで団員の確保が難しく、定数に満たな

い状況にありますが、地域の理解と協力

を得て、充実・強化に努める必要があり

ます。 



 

 飯南町地域防災計画の見直しや修正を行い、町、関係機関、住民などが全機能を発揮し住民の

生命、身体及び財産の保護に努めます。 

 防災計画やハザードマップに基づいて、地域の実情に応じた、効果的な防災訓練を行います。 

 土砂災害警戒区域の多い本町の特性をふまえて、急傾斜地などの崩壊危険箇所の把握に努める

とともに、住民への周知・啓発活動による危機意識、防災意識の醸成を図ります。 

 防災対策事業などを推進し、危険箇所の解消に取り組みます。 

 

 災害時の情報伝達方法として、防災行政無線のデジタル化整備（全町）を行います。 

 NHKラジオ第一放送の FM 変換による放送エリア拡大を要望します。 

 大規模災害対策として、防災ヘリの離着陸場を検討します。 

 防災計画に基づき、防災用具・備蓄の充実を図り、大規模災害に備えた対策を行います。 

 

 災害時の迅速な対応、行動などをわかりやすく整理した補助マニュアルを作成し広く周知を図

ります。 

 町、防災関係機関など全町が一体となって、地域の実情に即した防災体制の構築や対策の検討

を進めます。 

 ハザードマップを活用し、住民へ危険箇所に関する情報提供を行い、災害時の被害の軽減に努

めます。 

 

 消防団組織の担い手の育成、団員の確保、女性消防団員の募集、確保に努めます。 

 消防団の機能強化・活性化に向け、防災装備の充実、研修などによる団員の資質向上を図りま

す。 

 自主防災組織の育成など、防災・減災活動の充実を図ります。 

 老朽化した消防装備（ポンプ車・小型ポンプ積載車など）を計画的に更新します。 

 既存の防火水槽の耐震化を進めます。 



 

 

 町内の交通事故は後を絶たず、安全なま

ちづくりを進めるためには交通安全意識

の啓発や歩道の整備など、交通安全対策

の推進が必要です。 

 また、近年、全国的に子どもに対する犯

罪が多発しており、地域ぐるみで取り組

む防犯体制の確立が必要となっていま

す。 
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 交通安全対策協議会を中心として、住民の交通安全意識の高揚を図ります。 

 歩道の整備や交通安全施設の設置を進めます。 

 

 住民の防犯意識の高揚を図りながら、家庭、学校、職場、地域、警察、消防、行政が一体とな

った防犯活動を推進します。 

 通学路の防犯対策に努めます。 

 集落内の合意形成に基づく防犯灯の効果的な設置に努めます。 



 

 

 

 

 

 飯南町の自然、風土、食文化、伝統行事

は次世代へ残し、伝えていくべきもので

す。 

 これまで、小中学校での環境教育や全町

一斉でのごみ収集活動、花いっぱい運動、

ふるさと納税などの寄付を通じて、森づ

くりや人材育成などの取組みを行ってき

ました。 

 今後も、飯南町の資源を次世代に伝える

ための環境教育や、環境美化、景観の保

全の啓発活動を継続するとともに、計画

的に自然環境保全を進めることが必要で

す。 

 また、住民や事業者、行政などの全ての

主体が連携しながら、資源の再生を進め

ていくことも求められます。 
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 環境学習の充実や環境イベントの開催などにより、自然環境保全に対する住民の意識啓発に努

めます。 

 ふるさと教育の一環として、環境教育の実践を推進し、次世代育成に努めます。 

 

 里山環境保全の仕組みづくりへ向けて、ふるさと納税の資金活用、ＣＯ２排出権取引制度や構

造改革特別区域などの規制緩和の制度活用など、さまざまな手法を検討します。 

 水源かん養機能 や二酸化炭素吸収機能の保全に努めます。森林整備計画に基づき、人工林

と自然林のバランスのとれた森林整備を行います。 

 ナラ枯れ・松枯れなどの害虫対策を図り、森林の健全化に努めます。 

 

 森林の健全化や自然林の保護、広葉樹林の管理、複層林整備などを行うことにより、公益的機

能の維持に努めます。 

 生活排水の適正処理を行い、生活環境の向上と水質の保全を図ります。 

 生活排水対策の必要性について、住民に周知を図るため広報・啓発活動を実施します。 

 

 住民の美化意識の高揚を図り、「花いっぱい運動」などの取組みを推進し、飯南町らしい景観

の形成に努めます。 

 里山自然景観を継承していくため、景観についての条例の制定を検討します。 

 美しい里山の景観を保全していくために、不法投棄させない仕組みづくりや地域ぐるみで道路

や河川の除草、ごみ拾いなどの活動の充実を図ります。 

 環境美化活動を推進する団体への支援や人材の育成を行います。 

 

 再生可能エネルギーの安定的な確保と、供給体制の構築とあわせ、再生可能エネルギーの需要

喚起、創出を行うなど、需給のマッチングに取り組みます。 

 生活様式の多様化により廃棄物が増加するなか、ごみ分別意識の向上や「５Ｒ」を一層推進し

ます。 

 住民への普及啓発を行い、計画的な廃棄物処理減量対策に取り組みます。 



 

 

 

 地球規模で温暖化やオゾン層の破壊とい

った問題が深刻化しているなか、飯南町

では平成 18 年に飯南町地域新エネルギ

ービジョンを策定し、バイオマスの活用

や太陽光発電の導入促進など環境に優し

い再生可能エネルギーの活用や省エネル

ギー化、カーボンフットプリントなどに

取り組んできました。 

 しかし、こうした取組みの状況は住民に

十分に伝わっていないのが現状です。 

 また、里山文化の残る源流のまちとして

の誇りをもって、環境教育にも積極的に

取り組む必要があります。 

 今後も太陽光、バイオマスなどの新エネ

ルギー活用や省エネルギー化を促進し、

環境負荷の少ないまちづくりを進めてい

く必要があります。 



 

 地球温暖化防止対策の必要性について、住民の理解が深まるように情報発信を行います。 

 その対策として新エネルギー活用や省エネルギー化が必要であることを各種の機会を活用して

情報提供を行います。 

 官民が一体となって取り組めるように、環境問題に関する取組み事例や手法などについて情報 

提供を行います。 

 特に各小中学校及び飯南高校での環境教育を推進します。 

 

 新エネルギー源（太陽光・バイオマス・水力など）について、循環型を構築しながら産業の活性

化と新産業の創出を図ります。 

 新エネルギーの活用にあたっては、施設の利用状況及び発電状況を検証しながら、財政的効果・

環境効果などを周知し、活用を推進します。 

 環境にやさしく、里山の森林資源を活用できる薪ストーブ・薪ボイラーなどの普及を促進します。 

 太陽光パネル及び薪ボイラーなどの新エネルギーシステムの設置に対して助成事業を行い、各家

庭及び事業所への導入促進を図るとともに省エネ対策に努めます。 

 大学・企業との産学官連携により、新エネルギーシステムの普及を図るとともに、小中学校及び

飯南高校への環境教育教材としても活用します。 

 行政は公共施設において、新エネルギーの導入促進を図ります。 

 

 環境問題に関する取組み事例や手法などの情報提供を行います。 

 住民や企業が一体となってエアコンの温度設定への配慮など、省エネルギーへの取組みを促進し

ます。 

 特に行政は夏期の室内温度設定モデル事業者として、各役場庁舎内などで積極的に取り組みま

す。 





町民やＵＩターン者が安心・快適に暮らせる 

「まち」の機能の充実を図ります。 

安心して暮らしていくには、いざという時の医療・福祉・

介護の環境が整っていることが重要であり、病院や診療所

の維持を図るとともに、医療・福祉・介護に関する人材を

確保し、安心して長生きできる環境をつくります。 

田舎での暮らしでは、十分な教育が受けられないのではない

か、という不安感を抱く人もいます。本町では、保小中高一

貫教育やキャリア教育の充実により、田舎だからこそ、子ど

もが夢を抱けるような教育を実践していきます。 

豊かな自然環境を生かしながら、都会地に引けを取らない人

材育成を実施していくことで、定住意欲を高めます。 

定住を促進していくために不便をあまり感じないよう、買い物や飲食、情報収集、

水洗化など、基本的な日常生活の環境を整えます。



結婚・出産・子育ての各段階で、 

飯南町で「結婚し、子どもを産み、育てる喜び」を体感できる 

「まちぐるみ」での環境づくりを行い、子ども数の維持につとめます。 

若者が集い、同年代の交流の輪を広げるための

イベントなどを開催し、結婚への意識を醸成し

ます。 

出会いの機会を創出する他、結婚・出産に関する

お祝い金を支給します。 

公共、地域、家族による出産・子育てのサポート環境を

整備するとともに、経済的支援を行います。 



飯南町の培ってきた産業の一層の振興を図り、 

安心して働ける「しごと」がある地域づくりを推進します。 

本町の基幹産業である農業の経営安定化に向けた

取組みを実施するとともに、高齢化が著しい従事

者の若返りを図ります。 

 
若者などが都会地との関連を保ちながら、魅力的で生きが

いのある「しごと」の一つとして観光関連の事業がありま

す。既存の観光資源の活性化に伴う雇用拡大や観光関連商

品の開発などにより新たな事業創出を図ります。 

 
新たなビジネスの創出や、若者などに魅力がある企業誘致により、

新たな「しごと場」が創出されるよう支援します。 

また、多様な就業ニーズに対応できる就業の場を創出することで、

生活しやすい環境を整えます。 



これまで取り組んできたＵＩターン促進の取組みを更に充実し、 

安定的に社会増が実現できる地域づくりを推進します。 

 
ＵＩターン推進に向けて、地域資源を掘り起こし、

飯南町の魅力に関する情報発信を行います。 

 
移住（ＵＩターン）に向けての第１段階は来訪であり、

各種のイベントなどの開催などによる来訪者の増大を図

ります。 

 
来訪者に来てよかったという思いを抱かせ、ここに住みたいと思

わせる取組を実施するとともに、多様な居住環境を整備するなど

定住促進に向けた物理的な環境を整えます。 
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 「基本理念」「将来像」 

 3月 18日 第3回策定委員会 ・意見交換 

 「テーマ別指標」 など 

平成27年度 4月 30日 第4回策定委員会 ・平成27年度予算について など 

 6月 4日 第5回策定委員会 ・人口の将来展望について 

・人口対策に向けた施策（案）について 

 6月 30日 第6回策定委員会 ・人口ビジョン・総合戦略（案）について 

・意見交換 

 「基本計画（案）」 

 7月 24日 第7回策定委員会 ・意見交換 
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